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３．日本経済モデル（AIM/Material モデル） 
 

 

 

 日本経済モデルは、技術選択モデルにおいて試算した技術進歩及び世界経済モデルにおける財の輸出入 

価格に関する条件を所与として、我が国における経済影響（特に各産業部門ごと）を試算するもの。この

モデルは、生産及び消費過程における化石燃料の燃焼時に発生する二酸化炭素排出量を京都議定書の水準

に抑える場合の、経済活動に与える影響を定量的にとらえる。 

 

 

 

（１）モデルの形式 

・生産者、家計、政府という主体が財及び生産要素の需給をバランスさせるように各財・サービス及び生

産要素の価格を決定する、逐次均衡型の応用一般均衡モデル。 

（※）逐次均衡とは、１年ごとに各主体が財及び生産要素の需給をバランスさせる均衡計算を行い、ある年の均衡解を翌年

の入力条件（投資や設備に代表される効率改善など）に用いること。 

・生産部門及び財・サービスは表７のように分割されている。各部門では資本、労働、エネルギー、その

他中間財を投入し、財・サービスの生産を行う。 

・生産された財・サービスは、中間需要や家計最終消費、政府消費、投資財、輸出に配分される。その生

産及び消費過程における化石燃料の燃焼時に発生する二酸化炭素排出量を京都議定書の水準に抑える場

合に、経済活動に与える影響を計算。 

・このモデルでは、2000 年を基準年に 2012 年までを対象期間。 
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図４．モデルの概要 

 

 

１．モデルの概要 

２．モデルの特徴
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表７．モデルを構成する部門及び財・サービス 

001 耕種農業 001 耕種農業 048 その他の一般機器 048 その他の一般機器
002 畜産 002 畜産 049 事務用・サービス用機器 049 事務用・サービス用機器
003 農業サービス 003 農業サービス 050 民生用電子・電気機器 050 民生用電子・電気機器
004 林業 004 林業 051 電子計算機・同付属装置 051 電子計算機・同付属装置
005 漁業 005 漁業 052 通信機械 052 通信機械
006 金属鉱物 006 金属鉱物 053 電子応用装置・電気計測機 053 電子応用装置・電気計測機
007 非金属鉱物 007 非金属鉱物 054 半導体素子・集積回路 054 半導体素子・集積回路
008 石炭 008 石炭 055 電子部品 055 電子部品
009a 原油 009a 原油 056 重電機器 056 重電機器
009b 天然ガス 009b 天然ガス 057 その他の電気機器 057 その他の電気機器
010 食料品 010 食料品 058 乗用車 058 乗用車
011 飲料 011 飲料 059 その他の自動車 059 その他の自動車
012 飼料・有機質肥料（除別掲） 012 飼料・有機質肥料（除別掲） 060 船舶・同修理 060 船舶・同修理
013 たばこ 013 たばこ 061 その他の輸送機械・同修理 061 その他の輸送機械・同修理
014 繊維工業製品 014 繊維工業製品 062 精密機械 062 精密機械
015 衣服・その他の繊維既製品 015 衣服・その他の繊維既製品 063 その他の製造工業製品 063 その他の製造工業製品
016 製材・木製品 016 製材・木製品 064 再生資源回収・加工処理 064 再生資源回収・加工処理
017 家具・装備品 017 家具・装備品 065 建築 065 建築
018 パルプ・紙・板紙・加工紙 018 パルプ・紙・板紙・加工紙 066 建設補修 066 建設補修
019 紙加工品 019 紙加工品 067 土木建設 067 土木建設
020 出版・印刷 020 出版・印刷 068a 事業用原子力発電
021 化学肥料 021 化学肥料 068b1 事業用火力発電（石炭）
022 無機化学基礎製品 022 無機化学基礎製品 068b2 事業用火力発電（石油）
023 有機化学基礎製品 023 有機化学基礎製品 068b3 事業用火力発電（ガス）
024 有機化学製品 024 有機化学製品 068c 水力・その他の事業用発電
025 合成樹脂 025 合成樹脂 069 ガス・熱供給 069 ガス・熱供給
026 化学繊維 026 化学繊維 070 水道 070 水道
027 医薬品 027 医薬品 071 廃棄物処理 071 廃棄物処理
028 化学最終製品（除医薬品） 028 化学最終製品（除医薬品） 072 商業 072 商業

029a ガソリン 073 金融・保険 073 金融・保険
029b ジェット燃料油 074 不動産仲介及び賃貸 074 不動産仲介及び賃貸
029c 灯油 075 住宅賃貸料（帰属家賃含む） 075 住宅賃貸料（帰属家賃含む）
029d 軽油 076 鉄道輸送 076 鉄道輸送
029e Ａ重油 077 道路輸送 077 道路輸送
029f Ｂ重油・Ｃ重油 078 自家輸送 078 自家輸送
029g ナフサ 079 水運 079 水運
029h 液化石油ガス 080 航空輸送 080 航空輸送
029i その他の石油製品 081 貨物運送取扱 081 貨物運送取扱
030a コークス 082 倉庫 082 倉庫
030b その他の石炭製品 083 運輸付帯サービス 083 運輸付帯サービス
030c 舗装材料 084 通信 084 通信

031 プラスチック製品 031 プラスチック製品 085 放送 085 放送
032 ゴム製品 032 ゴム製品 086 公務 086 公務
033 なめし革・毛皮・同製品 033 なめし革・毛皮・同製品 087 教育 087 教育
034 ガラス・ガラス製品 034 ガラス・ガラス製品 088 研究 088 研究
035 セメント・セメント製品 035 セメント・セメント製品 089 医療・保健 089 医療・保健
036 陶磁器 036 陶磁器 090 社会保障 090 社会保障
037 その他の窯業・土石製品 037 その他の窯業・土石製品 091 介護 091 介護
038 銑鉄・粗鋼 038 銑鉄・粗鋼 092 その他の公共サービス 092 その他の公共サービス
039 鋼材 039 鋼材 093 広告・調査・情報サービス 093 広告・調査・情報サービス
040 鋳鍛造品 040 鋳鍛造品 094 物品賃貸サービス 094 物品賃貸サービス
041 その他の鉄鋼製品 041 その他の鉄鋼製品 095 自動車・機械修理 095 自動車・機械修理
042 非鉄金属製錬・精製 042 非鉄金属製錬・精製 096 その他の対事業所サービス 096 その他の対事業所サービス
043 非鉄金属加工製品 043 非鉄金属加工製品 097 娯楽サービス 097 娯楽サービス
044 建設・建築用金属製品 044 建設・建築用金属製品 098 飲食店 098 飲食店
045 その他の金属製品 045 その他の金属製品 099 旅館・その他の宿泊所 099 旅館・その他の宿泊所
046 一般産業機械 046 一般産業機械 100 その他の対個人サービス 100 その他の対個人サービス
047 特殊産業機械 047 特殊産業機械 101 事務用品 101 事務用品

102 分類不明 102 分類不明
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石油製品029
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技術選択モデルの結果と比較することを念頭に置き、以下の 3つのシナリオを想定。 

(1) 現状推移シナリオ（技術選択モデルの市場選択ケースに相当） 

 

(2) 炭素制約シナリオ（2010 年の二酸化炭素排出量を 1990 年比+0.5%の水準まで削減する） 

 

①炭素税シナリオ 

炭素税の税収を補助金として還元せず、税収中立に基づいて所得税減税を行うケース（技術選択モデ   

ルの炭素税ケースに相当）。技術進歩は、技術選択モデルの炭素税ケースに従って実現すると仮定してい

る。 

３．シナリオ 
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②補助金シナリオ 

炭素税の税収を補助金として還元するケース（技術選択モデルの補助金ケースに相当）。 

 

（注）本分析で想定した経済成長は、技術選択モデルと同様に経済財政諮問会議での想定値をもとに、総

投資額を決定している。火力・水力・原子力等の発電規模については長期エネルギー需給見通しで示

されている結果を参考に、外生的に定めており、電力需給の調整は石油及びガス火力発電で行うと仮

定している。 

 

 

 

(1) GDP 

○現状推移シナリオ 

経済成長率は、2010 年には 2.2%/年。2000 年から 2012 年までの平均成長率は毎年 1.9%。 

○炭素税シナリオ 

2008 年から 2012 年における GDP ロスの平均は毎年約 1兆 2,000 億円 

（現状維持シナリオの GDP に対して平均 0.19%（年率換算 0.04%）） 

○補助金シナリオ 

2008 年から 2012 年における GDP ロスの平均は毎年約 7,900 億円 

（現状維持シナリオの GDP に対して平均 0.13%（年率換算 0.03%）） 

【要因分析】 

この GDP ロスは、炭素排出制約により生じる石油製品及び石炭火力発電部門における活動水準の低下が主

たる要因である。 

 

(2) 部門別生産額 

  

○炭素税シナリオ 

製造業をはじめとして多くの部門の生産額は、炭素税導入により減少する傾向にある。ただし、電気

機械部門や一般機械部門などでは温暖化対策投資の増加により生産額が増大する。発電部門では、省エ

ネが進展することと炭素税の影響から、石炭火力発電の活動が大幅に低下し、代わって石油火力発電の

活動が増大する（ガス火力発電は、現状推移シナリオにおいて、電力需要を満たすために想定されてい

る設備利用率の上限まで発電が行われており、炭素税導入時においても生産額は増加しない）。 

  

○補助金シナリオ 

炭素税シナリオと比較すると、多くの部門において生産額が増加している。ただし、石炭火力発電部

門や石油製品製造部門では、補助金で税収を還流しても炭素制約による影響が大きい。 

 

４．結果 
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図５．第一約束期間における部門別生産活動の変化（対現状推移シナリオ） 

 

 

 

 

(3) CO2 排出量 

 ○現状推移シナリオ 

二酸化炭素排出量は、第一約束期間において 2000 年の排出量の水準以下に低下するが、京都議定書で

定められた水準にまで二酸化炭素排出量を削減することはできない。 

 

○炭素制約シナリオ 

二酸化炭素排出量は、制約条件として 2010 年の排出量が目標を達成するように、2005 年以降の排出

量の上限を毎年定率で減少させると仮定する。 

 

(4) 炭素税率 

○炭素税シナリオ 

2008 年から 2012 年の第一約束期間における平均税率は、約 72,000 円/tC。 

 

○補助金シナリオ 

2008 年から 2012 年の第一約束期間における平均税率は約 6,100 円/tC。 

 

（注）これらの税率は、技術選択モデルと比較すると高い値であるが、これは税収の還元による経済活動の

変化や対策による生産活動の回復によるものである。 
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